
 1

東近江市                          令和３年 10 月現在 

 

〈補助金、融資、奨励金等の特別な優遇措置〉 

条例名 制定年月 対象者の要件 内    容 

東近江市工場等

立地及び雇用促

進条例 

H19.4 立地促進奨励金 

対象事業者と投下固定資産総額 

○製造業 

 中小企業者以外の事業者 

  新設 10 億円以上 

  増設 ５億円以上 

 中小企業者 

  新設 5,000 万円以上 

  増設 3,000 万円以上 

○運輸業、情報通信業、研究機関又は宿

泊業 

 中小企業者以外の事業者 

  新設 ５億円以上 

  増設 ３億円以上 

 中小企業者 

  新設 5,000 万円以上 

  増設 3,000 万円以上 

雇用促進奨励金 

中小企業者以外の事業者 

新設  20 人以上 

新設外 10 人以上 

中小企業者 

新設  10 人以上 

新設外  5 人以上 

立地促進奨励金 

○固定資産税相当額を３年間 

 （上限１億円／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用促進奨励金 

○新規雇用者（東近江市に住民登

録がある者）1人につき 10 万円

を３年間 

（上限 2,000 万円／年） 

東近江市商業施

設立地促進条例 

R2.3 商業施設立地促進奨励金 

交付要件 

○小売業 

 投下固定資産総額 １億円以上 

 建築面積 3,000 ㎡以上※ 

      （※新設の場合） 

 

 

商業施設立地促進奨励金 

○固定資産税相当額を６年間 

 （上限 5,000 万円／年） 
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（立地企業に対する税制上の優遇措置等） 

優遇措置略称 適用基準 措置事項 措置範囲 適用期間 

地域未来投資促進

法による固定資産

税の課税免除 

地域未来投資促進法に基づく地

域経済牽引事業計画であって、地

域の成長発展の基盤強化に特に

資するものとして主務大臣が定

める基準（先進性の確認等）に適

合することについて主務大臣の

確認を受けたもの。 

課税免除 固定資産税 ３年間 

中小企業等経営強

化法による固定資

産税の課税免除 

中小企業等経営強化法に基づく

先端設備等導入計画の認定を受

けたもの。 

課税免除 固定資産税 ３年間 

 

 

〈工場立地法の規制緩和〉 

条例名 制定年月 規制緩和内容 条例内容 

東近江市工場立

地法に基づく緑

地面積率等に係

る準則を定める

条例 

※規制緩和 

R1.12 〇準工業地域 

緑地面積率 １０％以上 

環境面積率 １５％以上 

〇工業地域 

緑地面積率  ５％以上 

環境面積率 １０％以上 

〇用途地域の定めのない区域 

緑地面積率  ５％以上 

環境面積率 １０％以上 

工場立地法に基づく緑地面積

率等を市条例に基づき緩和し

たもの。 

（参考：国規定） 

緑地面積率 ２０％以上 

環境面積率 ２５％以上 

 


